
埋設水道管漏水調査 業務委託 仕様書 

 

1.一般事項 

(総則) 

委託者及び受託者はこの仕様書に基づき、業務を履行しなければならない。 

(目的) 

本仕様書は埋設管路漏水調査の業務委託に適用するものであり、業務を適正かつ

円滑に実施するため、委託契約書及び設計図書の内容について、統一的な解釈及び

運用を図るとともに、その他必要な事項を定め、契約の適正な履行を図るために定

めるものである。 

(業務目的) 

本業務は見附市水道事業の給水区域である見附市区域および長岡市中之島地域内

において公道等に埋設された水道施設の漏水を早期に発見し、事故を未然に防止す

ることを目的とする。 

(業務範囲) 

本業務は、水道施設のうち管路等の調査等を行うことを業務範囲とする。 

(法令の遵守) 

(1) 受託者は、業務の履行にあたり水道法の他、労働関連法令、その他関係法令を

遵守しなければならない。 

(2) 受託者は、関係する官公庁に協議を必要とするとき又は協議を求められたとき

は、遅滞なくこれら関係機関と協議しなければならない。 

(提出書類) 

(1) 契約締結後、業務開始前までに提出する書類 

・業務着手届 

・業務計画書(業務概要、現場組織、業務行程、業務方法等) 

・総括責任者選任届(経歴書、資格証明書を含む) 

・業務従事者一覧表 

 

 



(2) 定期報告書類 

・業務報告書(日報、月報) 

(3) 契約完了後提出する書類(成果品) 

・業務報告書(状況報告・作業日報等を含む) 

・記録写真 

・その他監督員の指示する書類 

(4) 随時提出する書類 

・打合せ議事録 

・その他監督員の指示する書類 

(業務計画書) 

受託者は、次の事項について記載した業務計画を提出すること。 

(1) 業務方針並びに業務の概要 

(2) 現場組織表、業務分担表、緊急時の体制及び連絡体制 

(3) 業務行程表、労務計画表 

(4) 業務実施方法並びに作業手順 

(5) 安全衛生管理対策、安全衛生管理計画表、研修計画表、安全衛生管理組織表 

(6) 保全、保安教育の内容及び教育実施予定表 

(7) 各種報告書様式 

(8) その他必要事項 

(業務実施) 

受託者は、次の事項を踏まえ業務を実施しなければならない。 

また、受託者は業務実施にあたり監督員と打合せを行い、指示を遵守し、責任感と

細心の注意を払い業務を実施するものとする。また、本業務に必要な資機材、消耗

品は受託者の負担とする。 

(1) 業務計画書を事前に監督員に提出した上で業務に着手する。 

(2) 事前に図面等で作業場所の周辺状況を把握し、必要な資料等を準備するととも

に作業中も携帯する。仕切弁の位置等、図面と現況に相違ある場合は監督員に報告

する。 

(3) 作業場所の周囲や、水道施設等に損傷を与えないよう十分留意する。 

(4) 道路その他の工作物を汚損させないこと。汚損させた場合は、作業終了の都



度、洗浄・清掃する。 

(5) 騒音規制法、振動規制法及び公害防止関係法令に定める規制基準を遵守するた

めに必要な措置を講じる。 

(6) 作業に使用する機材等は常に点検し、十分な整備を行う。 

(7) 作業時間は、委託者の執務時間内に行うことを原則とする。また、関係機関等

から作業期間や時間帯について条件が付された場合には、当該条件を厳守する。 

(8) 作業終了後は、速やかに使用機器、仮設物等を搬出し、作業場所の清掃に努め

る。 

(9) 受託者は、本業務の進捗状況を適宜報告しなければならない。また、受託者は

漏水を探知・発見したときは漏水調査報告書に明記し速やかに報告しなければなら

ない。 

(貸与資料) 

委託者は、本業務に必要な図面や関係資料を、委託期間内に限り受託者に貸与する

ものとする。また、受託者は関係資料等の貸与について、事前に申請するものとす

る。 

(個人情報の保護及び守秘義務) 

(1) 受託者は、この契約による業務を処理するための個人情報の取扱いについて

は、別記「個人情報取扱特記事項」を遵守しなければならない。 

(2) 当該業務に関して業務上知り得た秘密を第三者に漏らしてはならない。このこ

とは、契約の解除後及び契約の終了後においても同様とする。 

(施設の一般管理) 

受託者は施設及びその周辺は常に清掃を心がけ、不要な物品等を整理・整頓しな

ければならない。また業務従事者の安全衛生を確保するため、必要に応じて施設に

安全衛生対策を施さなければならない。 

(安全管理) 

(1) 受託者は労働安全衛生法及びその他関係法令の定めるところにより、業務上守

らなければならない安全に関する事項を定めるとともに、安全管理に必要な措置を

講じ、労働災害の発生の防止に努めなければならない。 

(2) 受託者は作業場所及びその付近で行われる他の工事等がある場合は、常に協力

して安全管理に支障が無いように措置を講じる。 



(3) 受託者は作業にあたり安全上の障害が生じた場合には、直ちに必要な措置を講

じるとともに、委託者に文書により報告を行い、追加措置について協議しなければ

ならない。 

(業務従事者の資質向上) 

受託者は、維持管理業務に通じた業務従事者の育成を図るとともに、業務従事者

の資質・技術向上に努めなければならない。また常に施設の状態、状況を正確に把

握して、業務を遂行しなければならない。 

(疑義等) 

本仕様書または別紙委託契約条項に定めのない事項又は疑義が生じたときは、協

議の上定めるものとする。 

(その他) 

(1) 本業務における調査員は、身分証明書を携帯し、腕章を着用する。 

調査にあたっては、需要家とのトラブルを起こさないよう十分注意しなければなら

ない。 

(2) 受託者は業務において異常を発見し、それが水道施設及び交通・付近住民に危

害を及ぼす可能性があるなど、緊急な対応が必要と考えられる場合は、直ちに監督

員に連絡し、その指示を受ける。 

(3) 受託者が監督員の指示に反して業務を続行した場合、及び監督員が事故防止上

必要と判断した場合は、業務の一時中止を命じることがある。 

(4) 受託者は調査にあたり、需要家および第三者との間で問題が生じないよう努め

ること。問題が生じた場合は受託者が責任をもって処理すること。 

  



2.業務別事項 

業務計画書に基づき、次の項目について作業を行い、報告書を作成する。 

(1) 現場下見調査 

調査に先立ち調査区域の管理図面と現地の管路、弁栓類の位置、それらの管種、

埋設深度、地形及び調査作業の障害の有無等を確認し、調査対象となる水道施設全

般を把握する。またその結果を監督員に報告する。 

(2) 戸別音聴調査(音聴棒使用時) 

調査区域内の各戸給水管の止水栓又は量水器を調査対象とし、音聴棒を用いて漏

水音(漏水擬似音)を発見する。 

なお、その漏水音発見箇所をスプレー等でマーキングする場合は、家屋等に十分

留意する。 

(3) 弁栓音聴調査 

弁栓類を調査対象とし、音聴棒等を用いて漏水音(漏水擬似音)を発見する。 

(4) 路面音聴調査 

管路上の路面において、漏水探知器等を用いて漏水音(漏水擬似音)を発見する。 

(5) 相関調査 

調査対象の管路上二点以上に、相関式漏水探知器のセンサーを設置し、漏水点か

ら発生した漏水音が、それぞれセンサーに到達する時間を測定する事により漏水点

を特定する。 

(6) 漏水確認調査 

音聴作業等による漏水音(漏水擬似音)箇所を、ボーリングバー又は相関式漏水探

知器を用いて再調査を行い、漏水箇所を確定する。 

なお本作業実施にあたっては、地下埋設物に損傷を与えないように十分留意する。 

(7) 報告書作成（音聴作業主体 集計・分析・考察提言含む） 

各調査結果の報告書を作成し、分析、考察提言を行う。 

 



別記 

【個人情報取扱特記事項】 

（基本的事項） 

第１条 受注者は、個人情報（個人に関する情報であって、特定の個人が識別され、

又は識別され得るものをいう。以下同じ。）の保護の重要性を認識し、この契約に

よる業務を実施するに当たっては、個人の権利利益を侵害することのないよう、

個人情報を適正に取り扱わなければならない。 

（秘密の保持） 

第２条 受注者は、この契約による業務に関して知ることのできた個人情報を他に

漏らしてはならない。この契約が終了し、又は解除された後においても、同様と

する。 

（収集の制限） 

第３条 受注者は、この契約による業務を行うために個人情報を収集するときは、

その業務の目的を達成するために必要な範囲内で、適法かつ公正な手段により行

わなければならない。 

（適正管理） 

第４条 受注者は、この契約による業務に関して知ることのできた個人情報の漏え

い、滅失及び毀損の防止その他の個人情報の適切な管理のために必要な措置を講

じなければならない。 

（利用及び提供の制限） 

第５条 受注者は、発注者の指示がある場合を除き、この契約による業務に関して

知ることのできた個人情報を契約の目的以外の目的に利用し、又は発注者の承諾

なしに第三者に提供してはならない。 

（複写又は複製の禁止） 

第６条 受注者は、発注者が事前に承諾した場合を除き、この契約による業務を処

理するために発注者から提供を受けた個人情報が記録された資料等を複写し、又

は複製してはならない。 

（安全管理措置） 

第７条 受注者は、この契約による事務に関して知り得た個人情報について、漏え



い、滅失、毀損の防止その他の個人情報の安全管理のために必要かつ適切な措置

を講じなければならない。 

（再委託の禁止） 

第８条 受注者は、この契約による業務の全部又は一部について第三者に再委託を

してはならない。ただし、あらかじめ発注者の書面による承諾を得た場合に限り、

再委託をすることができる。この場合において、受注者は、この契約により受注

者が負う義務を再委託先に対しても遵守させるものとし、受注者は、受注者と再

委託先との間で締結する契約書においてその旨を明記しなければならない。 

（資料等の返還、廃棄又は消去） 

第９条 受注者は、この契約による業務を処理するために、発注者から提供を受け、

又は受注者自らが収集し、若しくは作成した個人情報が記録された資料等は、こ

の契約の終了後直ちに発注者に返還、廃棄又は消去しなければならない。ただし、

発注者が別に指示したときは、その指示に従うものとする。 

２ 受注者は、前項の個人情報を廃棄する場合は、記録媒体を物理的に破壊する等

当該個人情報が判読又は復元できないように確実な方法で廃棄しなければなら

ない。 

３ 受注者は、パソコン等に記録された第 1項の個人情報を消去する場合、データ

消去用ソフトウェア等を使用し、通常の方法では当該個人情報が判読、復元でき

ないように確実に消去しなければならない。 

４ 受注者は、第 1項の個人情報を廃棄又は消去したときは、発注者に完全に廃棄

又は消去した旨を証する書面を速やかに提出しなければならない。 

（従事者の監督） 

第１０条 受注者は、この契約による業務に従事している者に対して、在職中及び

退職後において、その業務に関して知ることのできた個人情報を他に漏らしては

ならないこと、又は契約の目的以外の目的に使用してはならないことなど、個人

情報の保護に関して必要かつ適切な監督を行わなければならない。 

２ 受注者は、前項の目的を達成するために、非正規職員を含めた従事者に対し、

個人情報を取り扱う場合に従事者が遵守すべき事項について研修等の教育を実

施しなければならない。 



（報告及び調査） 

第１１条 発注者は、必要があると認めるときは、受注者がこの契約による業務を

処理するに当たり、取り扱っている個人情報の管理状況及び委託業務の履行状況

について、定期的に報告を求めることができる。 

２ 発注者は、必要があると認めるときは、受注者がこの契約による業務を処理す

るに当たり、取り扱っている個人情報の管理状況及び委託業務の履行状況を確認

するため、受注者及び再委託先に対して随時実地に調査することができる。 

（指示） 

第１２条 発注者は、受注者がこの契約による業務を処理するに当たり、取り扱っ

ている個人情報について、その取扱いが不適当と認められるときは、受注者に対

して必要な指示を行うものとする。 

（事故発生時における報告） 

第１３条 受注者は、個人情報の漏えい、滅失又は毀損その他の事故が発生し、又

は発生するおそれのあることを知ったときは、速やかに発注者に報告し、発注者

の指示に従わなければならない。委託期間が終了し、又は解除された後において

も同様とする。 

（損害賠償） 

第１４条 受注者の故意又は過失により、発注者又は第三者に対する損害を発生さ

せた場合は、受注者は、発注者又は第三者に対してその損害を賠償しなければな

らない。 

（契約の解除） 

第１５条 発注者は、受注者がこの個人情報取扱特記事項に違反していると認めた

ときは、契約の解除をすることができる。 

２ 受注者は、前項の規定による契約の解除により損害を受けた場合においても、

発注者に対してその損害の賠償を請求することはできないものとする。 



 
 
別  紙 

委  託  契  約  条  項 

 

（総 則） 

第１条  受注者は、この契約の定めるところにより業務委託を誠実に履行し、発注者は、受注者に
対する債務を履行しなければならない。 

 

（権利義務の譲渡等） 

第２条  受注者は、この契約により生ずる権利又は義務を第三者に譲渡し、又は承継させてはなら
ない。ただし、あらかじめ発注者の書面による承諾を得たときは、この限りでない。 

２  発注者は、この契約に基づき取得した目的物（以下「成果品」という。）を自由に使用し、
又はこれを使用するときにはその内容を変更することができる。 

 

（再委託等の禁止） 

第３条  受注者は、業務委託の全部又は大部分を第三者に委託し、又は請け負わせてはならない。
ただし、あらかじめ発注者の書面による承諾を得たときは、この限りでない。 

 

（特許権等の使用） 

第４条  受注者は、業務委託について特許権その他第三者の権利の対象となっている方法等を使用
するときはその使用に関する一切の責任を負わなければならない。 

 

（業務委託の調査等） 

第５条  発注者は、必要がある場合には、業務委託に関して受注者に説明若しくは報告を求め、又
は調査若しくは指示をすることができる。 

 

（業務内容の変更等） 

第６条  発注者は、必要がある場合には、業務委託の内容を変更し、又は業務委託の全部若しくは
一部を一時中止することができる。この場合において、契約金額及び履行期限を変更する必要があ
るときは、発注者と受注者とが協議して定める。 

２  受注者は、業務委託について仕様書の不備、不測の事態の発生その他正当な理由がある場
合は、発注者に対し業務委託の内容の変更を請求することができる。この場合において、契約
事項を変更する必要があるときは、発注者と受注者とが協議して定める。 

 

（履行期限の延長） 

第７条  受注者は、受注者の責めに帰することのできない理由その他正当な理由により、履行期間
内に業務委託を完了することができないときは、あらかじめ発注者に対して、その理由を明らかに
した書面をもって期限の延長を求めることができる。この場合における延長日数は、発注者と受注
者とが協議して書面をもって定める。 

 

（危険負担） 

第８条  第10条第４項の規定による成果品の引き渡し前に生じた損害その他業務委託の処理に関
して生じた損害（第三者に及ぼした損害を含む。）は、受注者の負担とする。ただし、その損害の
うち発注者の責めに帰する理由により生じたものについては、発注者の負担とする。 

 

（履行遅滞による損害） 

第９条  発注者は、受注者の責めに帰する理由により履行期限内に業務委託を完了することができ
ない場合において、期限経過後相当の期間内に完了する見込みがあるときは、受注者から違約金（遅
滞日数１日につき、契約金額の1,000分の１の額とする。）を徴収して、期限を延長することがで
きる。 

２  発注者の責めに帰する理由により第11条の規定による契約金額の支払いが遅れたときは、
受注者は、発注者に対し、期間を経過した日から支払いをする日までの日数につき、政府契約
の支払遅延防止等に関する法律（昭和24年法律第256号）第８条の規定により指定された率（以
下「法定率」という。）によって算定した遅延利息の支払いを請求することができる。 

 



（検査及び引き渡し） 

第10条  受注者は、業務委託が完了したときは、履行届を発注者に提出し、この契約に定める成果
品について発注者の検査を受けなければならない。 

２  発注者は、受注者から前項の履行届を受理したときは、その日から起算して10日以内に検
査しなければならない。 

３  前項の規定による検査の結果不合格となり、発注者から期限を指定して補正を命ぜられた
ときは、受注者は、自己の負担で指定期限内にこれを行い、発注者の検査を受けなければなら
ない。この場合における発注者の検査については、前２項の規定を準用する。 

４  発注者の検査に合格したときは、受注者は、成果品を発注者に引き渡すものとする。 

 

（契約金の支払い） 

第11条  受注者は、前条の規定による検査に合格したときは、発注者に対し、契約金の支払いを請
求する。 

２  発注者は、前項の規定により受注者から適正な請求書を受理したときは、その日から起算
して30日以内に契約金を支払わなければならない。 

３  発注者が受注者の申し出により前金払をすることが適当と認めたときは、受注者は、契約
金額の10分の３以内の金額（10万円単位とし、10万円未満は切り捨てる。）を請求することが
できる。 

４  発注者は、前項の規定により受注者から適正な請求書を受理したときは、その日から起算
して14日以内に前払金を支払うものとする。 

 

（部分払） 

第12条  受注者は、発注者が部分払をすることが適当と認めたときは、その指示する部分が完了し
た後、発注者にその旨届け出て検査を受けなければならない。 

２  部分払の額は、前項の検査に合格した部分に対する契約金相当額の10分の９以内とし、そ
の支払方法は前条第２項の定めの例による。 

３  前払金の支払いを受けた場合に、部分払を受けることができる金額は、第１項の検査に合
格した部分に対する契約金額相当額に対する契約金額の割合を、当該前払金の支払額に乗じて
得た金額を前項の規定による部分払相当額から減じた額とする。 

   

（契約の解除等） 

第13条  発注者は、受注者の責めに帰する理由により、履行期限内に業務委託を完了する見込みが
ないと認められるとき、受注者がこの契約に違反したときその他契約の目的を達することができな
いと認められるときはこの契約を解除することができる。受注者が契約の解除を申し出たときも同
様とする。 

２  前項の規定により契約を解除する場合において、第11条第４項の規定により前金払をした
ときは、受注者は、前金払額に前払金を支払った日から返還の日までの日数につき法定率によ
って算定した利息を付けて、発注者に返還しなければならない。 

３  発注者は、第１項の定めにより契約を解除し、これによって損害を受けた場合は、契約金
額の100分の10以上の額を違約金として受注者から徴収することができる。 

４  発注者は、業務委託が完了しない間は、第１項の定めによるほか必要がある場合には契約
を解除することができる。この場合において、前金払をしたときは第２項の定め（利息に関す
る定めを除く。）を準用する。 

５  前項の定めによる契約の解除により受注者に損害を生じたときは、発注者はこれを賠償し
なければならない。この場合の賠償額は、発注者と受注者とが協議して定めるものとする。 

６  発注者が第１項又は第４項の定めにより契約を解除した場合に、一部完成した成果品で発
注者の検査に合格したものがあるときは、当該成果品を発注者の所有とすることができる。こ
の場合において、発注者は、当該成果品に対する契約金の相当額（前金払をしたときは、前金
払額を控除した額）を受注者に支払わなければならない。 

 

（秘密の保持） 

第14条  受注者は、業務委託の実施により知り得た秘密を第三者に漏らしてはならない。 

 

（契約外の事項等） 

第15条  この契約に定めのない事項及びこの契約について疑義を生じたときは、発注者と受注者と
が協議して定める。 


